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教職員の服務について

④ 身分上の義務 その１

「信用失墜行為の禁止」

北海道教育庁教職員局教職員課



服務の根本基準

服務の根本原理

身分上の義務 職務上の義務

職務に専念する義務

法令及び上司の職務上の
命令に従う義務

信用失墜行為の禁止

秘密を守る義務

争議行為の禁止

営利企業等の従事制限

憲法15条、地公法30条

憲法99条、地公法31条

地公法33条

地公法34条

地公法36条、教特法18条

地公法37条

地公法38条、教特法17条

懲戒処分

義務違反を問われた場合

地公法29条1項

地公法35条

地公法32条

政治的行為の制限

地方公務員（及び教育公務員）の服務
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○地方公務員法（昭和25年法律第261号）（抄）
（信用失墜行為の禁止）

第３３条 職員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉とな
るような行為をしてはならない。

○ 職員が職の内外において非行を犯した場合には、職員個人の信用を損な
うのはもちろんであるが、ひいてはその職員が行っている職自体の信用を
傷つけ、更には職員の職全体の信用を損なう恐れがある。

○ 「職員の職全体の不名誉な行為」とは、職務に関連する行為も含まれる
が、必ずしも直接に職務とは関係のない行為も含まれる。

○ 具体的にどのような行為が信用失墜行為に該当するのかについての一般
的な基準はなく、社会通念に基づき個々の事例に応じて判断することにな
る（恣意的な判断を許すものではなく、客観的、社会的に納得される判断
でなければならない）。

（出典：新学校管理読本、逐条地方公務員法）

信用失墜行為の禁止
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○公務員倫理違反（収賄等）、入札談合等に関与する行為
○体罰
○職場内秩序を乱す行為（暴行、暴言等）、パワー・ハラスメント
○政治的目的を有する文書の配布、違法な職員団体活動
○虚偽報告、個人の秘密情報の目的外収集
○秘密漏えい、個人情報の紛失・流出・盗難
○金銭事故、公金公物処理不適切、コンピュータの不適切使用
○無断欠勤、繰り返しの遅刻・早退、休暇の虚偽申請、勤務実績不良 など

信用失墜行為の例
（懲戒処分の指針から抜粋）

主として職務に関連する行為

直接に職務とは関係のない行為
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○刑法犯（放火、殺人、傷害・暴行、器物破損、横領、窃盗・強盗、賭博、
詐欺・恐喝等）、その他の犯罪（麻薬等の所持等、酩酊による粗野な言動）

○交通事故・交通違反（飲酒運転、速度超過、ひき逃げ、人身事故等）
○不適切な性的行為（児童生徒に対するもの、児童生徒以外の者に対するもの、
法令に違反する性的行為、セクシュアル･ハラスメント） など
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教育職員の懲戒処分等の状況（令和２年度）

区分 年度
懲戒処分

訓告等 総計
免職 停職 減給 戒告 合計

交通違反
交通安全

２ １４ ３８ ３１ ７４ １５７ １，９７５ ２，１３２

元 ３６ ２６ ５８ ８４ ２０４ ２，２８３ ２，４８７

体罰
２ １ １２ ４３ ４８ １０４ ２８９ ３９３

元 ０ １８ ６８ ５６ １４２ ４０８ ５５０

性 犯 罪
性暴力等

２
１１３
（９１）

４５
（５）

１７
（０）

３
（０）

１７８
（９６）

２２
（０）

２００
（９６）

元
１５３
（１２１）

５０
（５）

１６
（０）

９
（０）

２２８
（１２６）

４５
（０）

２７３
（１２６）

上記以外の
理由

２ ４２ ６８ ９９ ６２ ２７１ １，１０４ １，３７５

元 ２３ ６３ ９５ ７５ ２５６ １，１１０ １，３６６

合計
２ １７０ １６３ １９０ １８７ ７１０ ３，３９０ ４，１００

元 ２１２ １５７ ２３７ ２２４ ８３０ ３，８４６ ４，６７６

（出典：令和２年度公立学校教職員の人事行政状況踏査（文部科学省））

○懲戒処分等を受けた教育職員は、4,100人（0.44％）で、令和元年度（4,676人（0.51％））から576人減少。
・「体罰」により懲戒処分等を受けた者は、393人（0.04％）。（令和元年度550人（0.06％））
・「性犯罪・性暴力等」により懲戒処分等を受けた者は、200人（0.02％）。（令和元年度273人（0.03％））
・うち、児童生徒等に対する性犯罪・性暴力等により懲戒処分を受けた者は96人（免職91人）。

（単位：人）

※性犯罪・性暴力等の（ ）は、児童生徒等に対する性犯罪・性暴力による件数で内数。



【説明のまとめ】
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○ 一部の者による不適切な行為が、全道・全国の
教職員への不信に繋がることを、深く認識する必
要がある。

○ 全体の奉仕者たる公務員であることを自覚し、
職員一人一人が遵法意識を持ち続ける必要がある。

○ ともすれば、してはいけないことにのみ注目し
てしまい、窮屈な印象を受けるかもしれないが、
基本的には一般常識の範囲内であることに留意す
るべきである。
その上で、消極的になるのではなく、積極的に

公務に従事することが重要である。


